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対象地域：静岡県浜松市中区
実施期間：平成29年８月～平成30年2月

平成29年度地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金 構想普及支援事業（Ⅰ事業化可能性調査）

浜松市シビックコア地区における分散型エネルギー面的利用の事業化可能性調査

１．事業の背景・目的

２．補助事業の概要

３．調査の結果

検討項目 実施方法 検討結果

①ＥＭＳの構成

浜松市シビックコア地区における主要施
設の現況調査
①総合インフラシミュレータによる最適化
システム検討
②エネルギープラント建設を前提とした
システム検討

①空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 4,576kW
ﾀｰﾎﾞ冷凍機 1,586kW
太陽光発電 1,000kW

②CGS 1,600kW
空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 1,800kW
吸収式冷凍機 1,350kW
ﾀｰﾎﾞ冷凍機 2,300kW
蒸気ﾎﾞｲﾗ 2,000kW
下水熱利用 1,000kW
太陽光発電 161kW
蓄熱層 1,800m3

②ＥＭＳの効果

①総合インフラシミュレータによる検討
②最適なエネルギープラント容量の検討

①・一次エネルギー量削減
・ＣＯ２排出量抑制
②・省エネ・省ＣＯ２効果
・防災性の強化

③再生可能ｴﾈﾙ
ｷﾞｰに関する調査

対象なし

④事業実施体制・
事業スキーム・ス
ケジュール

整備主体運営主体を一体であることを基
本として、地域の特性を考慮した事業ス
キームを検討

・事業主体は地方自治体や民間が
出資し、ＳＰＣ、組合（ＬＬＰ等）を設
立すること。
・平成３０年にマスタープラン策定
調査を実施し、2023年度内の事業
化を目指す。

⑤事業採算性評
価

・主要施設の現況調査実績を基に必要
な負荷状況を決定。
①総合インフラシミュレータによる想定
②エネルギープラントシステムによる想
定

①単純投資回収年数
補助金なし 12.7年
補助金1/2 6.3年
②単純投資回収年数
補助金なし 26.9年
補助金1/2 13.4年

⑥他地域への展
開

・浜松市は人口80万人政令指定都市で、
対象事業地域は、市の中心市街地の行
政機能が集積する地区である。

・人口２０万人～８０万人程度の地
方中心・中核都市における地域活
性化を図るモデルとして、他地域
への展開可能性は高い。

⑦今後の展望・課
題・対策

本事業結果を踏まえた、実現可能性の
高い事業化に向けての今後の展望・課
題

・新たに誕生するエネルギー供給
事業体は、既存の電力会社と有機
的に結びつき、エネルギー融通や
事業面で連携を図っていかなくて
は持続可能な発展は難しい。

事業化可否の結論： 可 事業化予定時期：２０２３年１２月

成果報告書要約版

Study1ケースで投資回収年数が１３年以内のため可であり、Study2ケースでも補助金
1/2以上で事業性が見込めるため、補助金取得を前提に可である。

本事業は、浜松市が策定した「浜松市エネルギービジョン」に基づく浜松版スマート
シティの実現を目的とし可能性調査を実施する。
官公庁を中心に用途の異なる複数の官民主要施設が点在する地域内で、未利用

エネルギーや再生可能エネルギーを可能な限り取り込んだ「分散型・水平型エネルギ
ーシステム」とエネルギーの最適利用を担う「エネルギーマネジメントシステム」の導入
を図り、持続可能でコンパクトな「浜松版スマートシティ」の構築を目指す。

シビックコア地区におけるエネルギー面的融通の最適解と事業化可能性を、2つの
アプローチから導く。
Study1：コスト最優先からのエネルギー面的利用システムの検討・評価

⇒（総合インフラシミュレーターシステム）
Study2：電力と熱融通を必須条件に、ＢＣＰ対策と未利用エネルギー活用を前
提としたエネルギー面的利用システムの検討・評価
⇒（エネルギープラントシステム）

エネルギー需要調査
（対象施設へのアンケート）

シビックコア地区としてEMSの最適解・事業化可能性を導く

＜Ｓｔｕｄｙ１＞
総合インフラシミュレータを活用し、コスト最優先とした面的利用事業可能性調査を検討

※問題点として、
①電力のみ面的システムとなった。②ＢＣＰ対策が不十分。③未利用エネルギー活用がない。

分散型システム
（ＣＧＳ）

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
（ＰＶ・蓄電池）

空調熱源

＜Ｓｔｕｄｙ２＞電力・熱融通・ＢＣＰ対策・未利用エネルギーの活用を必須条件
エネルギープラントシステム導入を前提とした面的利用事業可能性調査を検討

電力・熱融通 ＢＣＰ対策 未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ



Study２（代表ケース）

４．分散型エネルギーシステムの概要

設備概要（出力、容量、用途、台数等）
導入予定時期
（既設or新設）

対象需要
シビック地区１０施設 電力需要：14,363MWh/年、蒸気需要：2,472MWh/年、冷房需要：4,875MWh/年、

暖房需要：2,751MWh/年、給湯需要：101MWh/年

ＥＭＳシステム ＣＧＳ台数制御、需要予測（蓄熱/前日データ・気象データ補正）

電源・
熱源

太陽光 161kW 2023年度目標（新設）

風 力

バイオマス

水 力

その他再エネ 下水熱・ヒートポンプ1,000kW 2023年度目標（新設）

コジェネ等 ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ1,600kW、蒸気吸収式冷凍機900kW、温水吸収式冷凍機450kW、ﾀｰﾎﾞ冷凍機2,300kW、HP1,800kW、蒸気ﾎﾞｲﾗ2,000kW 2023年度目標（新設）

蓄電池

その他 蓄熱層1,800㎥、地域熱導管920ｍ、電力自営線200m、エネルギープラント（建屋）910㎡ 2023年度目標（新設）

【エネルギーマネジメントシステムの構成】

■西エリア

■西エリア

■東エリア

図表：システム概要フロー図

■東エリア


